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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期 

第３四半期 
累計期間 

第57期 
第３四半期 
累計期間 

第56期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 2,734,374 2,904,504 3,782,860 

経常利益 （千円） 35,507 20,890 78,840 

四半期（当期）純利益 （千円） 35,339 17,307 101,495 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 376,800 376,800 376,800 

発行済株式総数 （千株） 6,000 6,000 6,000 

純資産額 （千円） 1,389,086 1,455,826 1,456,849 

総資産額 （千円） 3,202,507 3,271,887 3,261,745 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 5.89 2.88 16.92 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 1.50 1.50 3.00 

自己資本比率 （％） 43.4 44.5 44.7 

 

回次
第56期

第３四半期
会計期間

第57期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）
（円） 1.00 △1.33

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、アベノミクスによる好循環の継続、良好な雇用環境や所得環境の

改善を背景とする底堅い個人消費など、景気は緩やかな回復基調が見られたものの、中国をはじめとする新興国や

産油国の経済減速の懸念や国内の設備投資・輸出の停滞など、先行きは不透明な状況が続いております。 

このような状況下、当社は引き続き、半世紀超にわたり蓄積してまいりました印刷・精密紙加工技術を活かし

た、産業用記録紙、検針紙、加えて医療機関向け記録紙、ラベル紙等の販売を推進し、顧客基盤の拡充を図り売上

の伸長に注力いたしました。一方、販売価格の下落等の厳しい経営環境も進行しており、一層の効率経営に努め収

益の向上に取り組んでおります。 

この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高は2,904百万円（前年同四半期比6.2％増）、営業利益は18百

万円（前年同四半期比32.1％減）、経常利益は20百万円（前年同四半期比41.2％減）、四半期純利益は17百万円

（前年同四半期比51.0％減）となりました。 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、47百万円であります。 

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（千株）

普通株式 20,000

計 20,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（千株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（千株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,000 6,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 6,000 6,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～ 

平成27年12月31日
－ 6,000 － 376,800 － 195,260

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,999,200 59,992 －

単元未満株式 普通株式        800 － －

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 59,992 －

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

なお、単元未満株式に自己株式60株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 167,056 80,913 

グループ預け金 436,558 717,347 

受取手形及び売掛金 740,144 ※ 603,469 

商品及び製品 72,420 72,294 

仕掛品 7,974 6,753 

原材料 94,427 88,757 

その他 79,592 76,390 

貸倒引当金 △283 △42 

流動資産合計 1,597,891 1,645,883 

固定資産    

有形固定資産    

建物 1,592,715 1,598,072 

減価償却累計額 △1,126,077 △1,146,266 

建物（純額） 466,638 451,805 

構築物 115,188 115,188 

減価償却累計額 △91,243 △92,069 

構築物（純額） 23,944 23,118 

機械及び装置 1,763,919 1,771,689 

減価償却累計額 △1,583,325 △1,595,848 

機械及び装置（純額） 180,593 175,840 

車両運搬具 4,115 4,115 

減価償却累計額 △4,115 △4,115 

車両運搬具（純額） 0 0 

工具、器具及び備品 328,197 323,443 

減価償却累計額 △299,441 △294,111 

工具、器具及び備品（純額） 28,756 29,332 

土地 881,366 881,366 

建設仮勘定 3,325 1,729 

有形固定資産合計 1,584,623 1,563,193 

無形固定資産    

ソフトウエア 41,856 36,453 

その他 2,694 2,663 

無形固定資産合計 44,551 39,117 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,398 23,198 

その他 11,985 1,232 

貸倒引当金 △704 △737 

投資その他の資産合計 34,678 23,693 

固定資産合計 1,663,853 1,626,004 

資産合計 3,261,745 3,271,887 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 824,574 ※ 839,682 

未払法人税等 3,713 4,415 

賞与引当金 30,366 - 

役員賞与引当金 - 4,849 

その他 165,770 ※ 159,355 

流動負債合計 1,024,424 1,008,303 

固定負債    

繰延税金負債 236,196 235,279 

退職給付引当金 499,055 530,161 

役員退職慰労引当金 19,582 17,865 

資産除去債務 1,786 1,801 

その他 23,851 22,650 

固定負債合計 780,471 807,757 

負債合計 1,804,896 1,816,060 

純資産の部    

株主資本    

資本金 376,800 376,800 

資本剰余金 195,260 195,260 

利益剰余金 882,324 881,631 

自己株式 △29 △29 

株主資本合計 1,454,354 1,453,662 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 2,494 2,164 

評価・換算差額等合計 2,494 2,164 

純資産合計 1,456,849 1,455,826 

負債純資産合計 3,261,745 3,271,887 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 2,734,374 2,904,504 

売上原価 2,097,450 2,269,156 

売上総利益 636,924 635,348 

販売費及び一般管理費 610,313 617,275 

営業利益 26,610 18,072 

営業外収益    

受取利息 680 791 

受取配当金 478 499 

受取手数料 859 806 

為替差益 6,148 72 

保険解約返戻金 - 813 

その他 1,064 258 

営業外収益合計 9,230 3,242 

営業外費用    

その他 334 423 

営業外費用合計 334 423 

経常利益 35,507 20,890 

税引前四半期純利益 35,507 20,890 

法人税、住民税及び事業税 1,392 4,584 

法人税等調整額 △1,225 △1,001 

法人税等合計 167 3,583 

四半期純利益 35,339 17,307 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残

高に含まれております。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 6,944千円

支払手形 － 56,971

その他（設備関係支払手形） － 1,381

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 56,736千円 60,189千円

のれんの償却額 － －
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月28日 

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月29日

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日）

配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月９日 

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5円89銭 2円88銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 35,339 17,307

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 35,339 17,307

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,999 5,999

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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２【その他】

 平成27年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………8,999千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………１円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月30日

  （注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

国際チャート株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 野 水 善 之   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 南 山 智 昭   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際チャート

株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第５７期事業年度の第３四半期会計期間（平成２７年

１０月１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、国際チャート株式会社の平成２７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


